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研究成果の概要（和文）：本研究では、知的財産権のガバナンスに焦点をあてて、ウィスコンシン大学同窓会研究財団
（WARF）の歴史的発展過程を解明した。WARFは、大学発特許の権利化とライセンシングを担う技術移転機関である。連
邦資金が滞った世界恐慌期も莫大な研究資金をもたらし、優秀な若手研究者の育成に貢献した。第二次大戦後は、WARF
資金を柔軟に運用して成人学生を受け入れた。しかしながら、WARFは特許の独占によって価格統制をもたらし、私的な
利益を得たとして批判された。そこで、1970年代には自ら組織改革を行い、1980年のバイドール法制定に働きかけた。

研究成果の概要（英文）：This study investigated the historical development of Wisconsin Alumni Research 
Foundation (WARF). WARF is the independent nonprofit technology transfer organization, which has 
supported the cycle of research, discovery, commercialization and investment for the University of 
Wisconsin（UW) through patenting and licensing efforts. During the Great Depression, its emergency funds 
rescued the careers of many young talented scientists. After World War II, President Fred managed its 
funds flexibly to accept adult students in UW.　However, the opponents accused WARF of creating a 
monopoly resulting in price control　and using its financial resources to develop enterprises for the 
private gaining. In the 1970s, WARF developed staff expertise and played the important role in the 
passage of the 1980 Patent and Trademark Law Amendments Act, known as the Bayh-Dole Act.

研究分野： 教育史・高等教育

キーワード： アメリカ大学史　知的財産権　技術移転機関　国際研究者交流　WARF　Engaged University
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１． 研究開始当初の背景 
 
（1）知的財産の権利化をめぐる課題 
大学研究の特許化・商業化の要請のもとで、

知的財産権に関する技術的・法制的研究はお
おいに進展した。しかし、公共財を用いて私
的利益を得ることは、大学の公共性を損なう
と危惧され、大学が果たすべき社会的使命と
は何かが問われている。これは、アメリカで
は、1920 年代から論じられてきた問題である
が、大学発特許を受容する文化がどのように
形成されてきたかについて、歴史的な理解は
浅い。 
そこで、研究代表者は、これまで、科学研

究補助金を得て、技術移転機関の先駆である
「ウィスコンシン大学同窓会研究財団
(Wisconsin Alumni Research Foundation: 
WARF)」を事例として、その設立をめぐる大
学内外の葛藤を探求してきた。具体的には、
スティーンボック教授による大学発特許は、
大学を金儲け主義に陥れるという批判に対
し、ラッセル農学部長らは、科学の誤用を防
いで地域産業の発展を導くと主張して WARF
設立を導いた経緯を解明した。ただし、1920
年代の状況は明らかになったが、その後の展
開は不明のままであった。 
（2）第二次大戦後の展開 
第二次大戦後は、東西冷戦下で大学に対す

る連邦研究資金が増加したため、産学連携は
相対的に後退した。しかし、1970 年代に入る
と、ベトナム戦争後の財政難で、研究成果の
商業化に関心が高まった。1980 年代になると、
バイ・ドール法制定によって、大学と企業を
結ぶライセンス・モデルが台頭した。 
こうした展開は、近年、Rhoten(2011)、上

山（2010）、宮田（2014）によって解明され
つつあるが、いずれも巨視的な概説であるた
め、機関レベルの実証史研究は欠けている。
とくに、知的財産権をめぐって、大学組織の
構成員間の価値観や信念にどのような葛藤
が生まれ、外部環境との相互作用の中で、大
学の規範にいかなる変化がもたらされたの
かは、いまだ、明らかにされていない。また、
これらの研究は、産学連携研究の枠内で検討
されているため、アメリカ高等教育史研究の
成果を十分に反映していない。 
 

２． 研究の目的 
 

 本研究は、以上の研究状況を踏まえ、WARF
を事例として、知的財産権をめぐる大学の規
範や組織文化の変化を、高等教育史に位置づ
けて長期的に探求することを目的とする。分
析にあたり、次の３つの時期区分を設定した。
（1）1900-45：帝国主義下で列強諸国が産業
化をすすめるなかで大学研究の高度化が要
請された時代 
（2）1945-80：東西冷戦下で大学に連邦資金
が投入されるなかで高等教育の大衆化が要
請された時代 

（3）1980-現在：冷戦終焉・グローバリズム
の進展とともに研究の商業化・教育の質向上
が要請された時代 
それぞれの時代において、WARF に深くかか

わった大学人たちが、大学の使命をどのよう
に考えて知的財産権の保護と普及を推進し
ていったのかを課題とした。これらの分析に
より、知的財産の権利化がアメリカ高等教育
機関で受容されてきた経緯を解明すること
がねらいである。なお、先行研究の検討によ
り、（4）大学と社会の関係を示す「エンゲー
ジメント（Engagement）」という概念が登場
していることが明らかとなった。日本では未
紹介であるため、概念の検討と実態調査を研
究計画に追加した。 

時期 (1)1925-45 (2)1945-80 (3)1980-現在 

環境 帝国主義 東西冷戦 グローバリズム 

基金 Land Grant Federal Grant Patent Grant 

課題 高度化 大衆化 質向上・商業化 

  
３． 研究の方法 

 
 上記の目的を達成するために、以下の２つ
の方法で研究を遂行した。 
(1) 国際研究者交流による研究枠組みの検討 
知的財産権の問題は、アメリカ高等教育史

における位置づけが曖昧であった。そこで、
研究枠組みの精緻化のため、海外研究者の招
聘講演を実施し、日本の研究者との研究交流
を行った。 
2012 年度は、ペンシルバニア州立大学ロジ

ャー・ガイガー教授の招聘に協力し、東北大
学高等教育研究開発推進センター主催国際
セミナーに参画した。2013 年度は、ウィスコ
ンシン大学アダム・ネルソン教授を招聘し、
大学史研究会年次セミナーで記念講演を開
催した（学会発表②）。招聘に先立ち、事前
研究会を開催したほか、アメリカ教育史研究
会で研究協力者と打ち合わせを行った。 
これらの研究交流により、ナショナリズム

とインターナショナリズムの相互作用のも
とで、学問や科学研究の制度化が促されてき
た歴史的経緯が明らかとなった。その結果、
外部環境との相互作用に注目して知的財産
権の受容過程を分析する研究枠組みの有効
性が示された。 
（2）海外調査による史資料収集 
一次史料収集および聞き取り調査のため、

毎年度に海外調査を行った。2012 年度は、ウ
ィスコンシン大学アーカイブズで、特許開発
にかわった研究者、学長、学部長等の記録、
新聞記事等を収集した。第二次大戦以降の
WARF を牽引したフレッド学長の対談記録お
よび講演録を入手することができた。WARF 初
代専任所長を勤めたラッセルの日本訪問に
関する記録は、北海道大学と東京大学で所蔵
されていることが明らかとなり、日米科学交
流史研究の手がかりが得られた。2013 年度は、
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４． 研究成果
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てきた。これが、WARF が長期にわたって継続
しえた理由のひとつと推測される。なお、こ
の検証には調査研究の継続が必要である。 
 

(4)その他の成果：Engaged University 
 大学と社会の関係が、大学から社会へとい
う「アウトリーチ」ではなく、「エンゲージ
メント」という双方的・互恵的関係に変化し
てきた経緯を探求した。また、エンゲージ
ド・ユニバーシティ（Engaged University）
という概念を戦略的ビジョンに掲げるサイ
モン・フレイザー大学の訪問調査を行い、企
業や自治体と連携して各キャンパスの地域
課題に応じたプログラムを組み立てている
事情を分析した。この成果は、雑誌論文②⑥
である。なお、この概念は、近年、世界的に
普及しつつあるため、その検証にはイギリス、
オーストラリア、および、国際団体に関する
調査が必要である。 
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